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回次
第75期

第１四半期連結
累計期間

第76期
第１四半期連結

累計期間
第75期

会計期間

自2022年
　12月１日
至2023年
　２月28日

自2023年
　12月１日
至2024年

　２月29日

自2022年
　12月１日
至2023年
　11月30日

売上高 （千円） 4,605,801 4,642,007 20,287,135

経常利益又は経常損失（△） （千円） △17,859 △56,887 422,557

親会社株主に帰属する当期純利益

又は親会社株主に帰属する四半期

純損失（△）

（千円） △45,255 △44,283 223,112

四半期包括利益又は包括利益 （千円） △44,091 △48,486 472,649

純資産額 （千円） 12,977,327 13,293,082 13,421,041

総資産額 （千円） 17,553,430 16,957,353 17,062,165

１株当たり当期純利益又は１株当

たり四半期純損失（△）
（円） △5.49 △5.37 27.04

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益
（円） － － －

自己資本比率 （％） 73.9 78.4 78.7

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しているため、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してお

りません。

２．第75期第１四半期連結累計期間および第76期第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純

利益については、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

第75期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

２【事業の内容】

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社および当社の関係会社）が営む事業の内容について、重

要な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度の有価証券

報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 財政状態及び経営成績の状況

当第１四半期連結累計期間における国内経済は、社会・経済活動が活性化し、雇用・所得の改善が進む中、イン

バウンド需要の増加等もあり、景気は穏やかな回復基調が続きました。一方で、不安定な国際情勢による地政学リ

スクの影響、輸入コストおよびエネルギーコストの高止まり等に加え、物流費の更なる高騰が続いております。

このような状況のなか、当社グループは中期経営計画の最終年度として、「フルーツのアヲハタ」実現へ向けた

取り組みを引き続き進めております。

①財政状態

当第１四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末に比べ１億４百万円減少し169億57百万円となりま

した。資産の増減の主な要因は、受取手形及び売掛金の減少１億50百万円、原材料及び貯蔵品の減少１億38百万

円、機械装置及び運搬具の減少80百万円、現金及び預金の増加２億65百万円などであります。

負債合計は、前連結会計年度末に比べ23百万円増加し36億64百万円となりました。負債の増減の主な要因は、支

払手形及び買掛金の増加１億51百万円、賞与引当金の増加１億31百万円、流動負債のその他の減少89百万円、未払

金の減少79百万円、長期借入金の減少71百万円などであります。

純資産合計は、前連結会計年度末に比べ１億27百万円減少し132億93百万円となりました。純資産の減少の主な

要因は、利益剰余金の減少１億26百万円などであります。

②経営成績

売上につきましては、家庭用では「アヲハタ・まるごと果実」シリーズなど主力商品におきまして、需要回復の

兆しが見えてきました。また「ヴェルデ・トーストスプレッド」シリーズや、新たなシリーズとして展開しており

ます「アヲハタ・Spoon Free」などが貢献し、売上高は46億42百万円（前年同期比0.8％増）となりました。

利益につきましては、依然として原材料の高騰などの影響が続く中、生産性向上の取組みを進めましたが、営業

損失は57百万円（前年同四半期は営業損失27百万円）、経常損失は56百万円（前年同四半期は経常損失17百万

円）、親会社株主に帰属する四半期純損失は44百万円（前年同四半期は親会社株主に帰属する四半期純損失45百万

円）となりました。

(2) 優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要

な変更はありません。

(3) 研究開発活動

当第１四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、86百万円であります。なお、当第１

四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

３【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。
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種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 24,000,000

計 24,000,000

第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数（株）
（2024年２月29日）

提出日現在発行数（株）
（2024年４月11日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 8,292,000 8,292,000
東京証券取引所

（スタンダード市場）
単元株式数　100株

計 8,292,000 8,292,000 － －

②【発行済株式】

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

年月日
発行済株式
総数増減数

（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額

（千円）

資本金残高

（千円）

資本準備金
増減額

（千円）

資本準備金
残高

（千円）

2023年12月１日

～

2024年２月29日

－ 8,292,000 － 915,100 － 985,263

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

（５）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

- 3 -



（６）【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（2023年11月30日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

2024年２月29日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

－ －
普通株式 41,400

完全議決権株式（その他） 普通株式 8,239,100 82,391 －

単元未満株式 普通株式 11,500 － －

発行済株式総数 8,292,000 － －

総株主の議決権 － 82,391 －

①【発行済株式】

2024年２月29日現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数
の合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数

の割合（％）

（自己保有株式）

アヲハタ株式会社

広島県竹原市忠海

中町１-１-25
41,400 － 41,400 0.50

計 － 41,400 － 41,400 0.50

②【自己株式等】

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（2023年12月１日から2024

年２月29日まで）及び第１四半期連結累計期間（2023年12月１日から2024年２月29日まで）に係る四半期連結財務諸

表について、EY新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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（単位：千円）

前連結会計年度
(2023年11月30日)

当第１四半期連結会計期間
(2024年２月29日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,315,675 1,580,789

受取手形及び売掛金 3,517,584 3,366,590

商品及び製品 1,599,805 1,682,234

原材料及び貯蔵品 3,702,075 3,563,663

その他 255,451 243,387

流動資産合計 10,390,593 10,436,664

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 1,587,891 1,546,568

機械装置及び運搬具（純額） 1,793,778 1,712,956

土地 1,349,042 1,334,457

その他（純額） 157,035 160,418

有形固定資産合計 4,887,747 4,754,401

無形固定資産

商標権 1,054,225 1,001,513

その他 65,746 59,923

無形固定資産合計 1,119,971 1,061,437

投資その他の資産

投資有価証券 192,201 196,445

その他 471,652 508,404

投資その他の資産合計 663,853 704,849

固定資産合計 6,671,572 6,520,688

資産合計 17,062,165 16,957,353

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 1,440,306 1,592,116

短期借入金 － 132

１年内返済予定の長期借入金 285,852 285,852

未払金 508,229 428,468

未払法人税等 87,527 73,871

賞与引当金 21,596 153,395

役員賞与引当金 5,276 2,756

その他 404,066 314,565

流動負債合計 2,752,854 2,851,158

固定負債

長期借入金 784,888 713,425

退職給付に係る負債 42,247 38,536

資産除去債務 60,332 60,349

その他 802 802

固定負債合計 888,270 813,112

負債合計 3,641,124 3,664,271

１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】
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（単位：千円）

前連結会計年度
(2023年11月30日)

当第１四半期連結会計期間
(2024年２月29日)

純資産の部

株主資本

資本金 915,100 915,100

資本剰余金 1,302,609 1,305,867

利益剰余金 10,827,730 10,700,940

自己株式 △84,538 △84,762

株主資本合計 12,960,902 12,837,145

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 13,487 16,440

繰延ヘッジ損益 △1,697 2,694

為替換算調整勘定 75,741 75,710

退職給付に係る調整累計額 372,607 361,091

その他の包括利益累計額合計 460,139 455,937

純資産合計 13,421,041 13,293,082

負債純資産合計 17,062,165 16,957,353
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（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自　2022年12月１日
　至　2023年２月28日)

当第１四半期連結累計期間
(自　2023年12月１日
　至　2024年２月29日)

売上高 4,605,801 4,642,007

売上原価 3,500,366 3,588,724

売上総利益 1,105,435 1,053,283

販売費及び一般管理費 1,132,956 1,111,151

営業損失（△） △27,521 △57,868

営業外収益

受取利息 386 301

受取配当金 1,872 2,039

受取賃貸料 5,480 5,480

為替差益 2,271 5,346

その他 5,491 2,350

営業外収益合計 15,502 15,519

営業外費用

支払利息 1,690 842

賃貸費用 2,632 2,729

固定資産除却損 678 8,099

その他 838 2,867

営業外費用合計 5,840 14,538

経常損失（△） △17,859 △56,887

特別利益

固定資産売却益 － 36,596

特別利益合計 － 36,596

税金等調整前四半期純損失（△） △17,859 △20,291

法人税、住民税及び事業税 49,074 64,180

法人税等調整額 △21,678 △40,187

法人税等合計 27,395 23,992

四半期純損失（△） △45,255 △44,283

親会社株主に帰属する四半期純損失（△） △45,255 △44,283

（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】
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（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自　2022年12月１日
　至　2023年２月28日)

当第１四半期連結累計期間
(自　2023年12月１日

　至　2024年２月29日)

四半期純損失（△） △45,255 △44,283

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 1,726 2,953

繰延ヘッジ損益 8,696 4,391

為替換算調整勘定 △4,078 △30

退職給付に係る調整額 △5,181 △11,516

その他の包括利益合計 1,163 △4,202

四半期包括利益 △44,091 △48,486

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △44,091 △48,486

【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】
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前第１四半期連結累計期間
（自  2022年12月１日

至  2023年２月28日）

当第１四半期連結累計期間
（自  2023年12月１日

至  2024年２月29日）

減価償却費 222,362千円 201,559千円

【注記事項】

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　　当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四

半期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであり

ます。

　     決議 株式の種類
配当金の総額

（千円）

１株当たり配

当額（円）
基準日 効力発生日 配当の原資

2023年２月17日

定時株主総会
普通株式 82,479 10.00 2022年11月30日 2023年２月20日 利益剰余金

　     決議 株式の種類
配当金の総額

（千円）

１株当たり配

当額（円）
基準日 効力発生日 配当の原資

2024年２月21日

定時株主総会
普通株式 82,505 10.00 2023年11月30日 2024年２月22日 利益剰余金

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　2022年12月１日　至　2023年２月28日）

１．配当金支払額

　　２．株主資本の金額の著しい変動

該当事項はありません。

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　2023年12月１日　至　2024年２月29日）

１．配当金支払額

　　２．株主資本の金額の著しい変動

該当事項はありません。

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　2022年12月１日　至　2023年２月28日）

　当社グループは、食品事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　2023年12月１日　至　2024年２月29日）

　当社グループは、食品事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。
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区分
前第１四半期連結累計期間
（自　2022年12月１日

至　2023年２月28日）

当第１四半期連結累計期間
（自　2023年12月１日

至　2024年２月29日）

家庭用 2,812,699 2,907,742

産業用 1,066,113 1,026,053

生産受託・その他 726,989 708,212

合計 4,605,801 4,642,007

（収益認識関係）

　当社グループは、食品事業の単一セグメントでありますが、販売実績を製品等の区分ごとに示すと、次のとお

りであります。

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
（自　2022年12月１日

至　2023年２月28日）

当第１四半期連結累計期間
（自　2023年12月１日

至　2024年２月29日）

１株当たり四半期純損失（△） △５円49銭 △５円37銭

（算定上の基礎）

親会社株主に帰属する四半期純損失（△）

（千円）
△45,255 △44,283

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純

損失（△）（千円）
△45,255 △44,283

普通株式の期中平均株式数（株） 8,247,562 8,250,534

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純損失及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　（注） 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存在

しないため記載しておりません。

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

２０２４年４月１１日

アヲハタ株式会社

取締役会　御中

EY新日本有限責任監査法人

東京事務所

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 會田 将之

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 鶴田 純一郎

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているアヲハタ株式

会社の２０２３年１２月１日から２０２４年１１月３０日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（２０２３年１

２月１日から２０２４年２月２９日まで）及び第１四半期連結累計期間（２０２３年１２月１日から２０２４年２月２９

日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計

算書及び注記について四半期レビューを行った。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、アヲハタ株式会社及び連結子会社の２０２４年２月２９日現在の財政

状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重

要な点において認められなかった。

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立し

ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入

手したと判断している。

四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが適

切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて継続

企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半期

連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。



１【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

当社代表取締役社長山本範雄は、当社の第76期第１四半期（自2023年12月１日　至2024年２月29日）の四半期報告

書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認しました。

２【特記事項】

特記すべき事項はありません。




